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1  調査研究のねらいと方法等 




















































































  ◇本校                 
    全校生徒は２４０人を下回らない。     全校生徒は１００人を下回らない。 
    １学級定員は４０人            １学級定員は４０人 
    １学年２学級以上             学校全体で３学級以上  

















































       （以下 省略） 
 











  （１）調査方法等の概要 







    ② 調査対象 








    ③ 調査期間 
2020（令和 2）年 12 月 11日～２０２1年１月 8日  
 
④ 回収状況 
      調査を依頼した 154市のうち、103市から回答を得た。回収率は 66.9％である。 
⑤ 回答を得た市の人口規模 







     






    
ア 設置の課程 
      高校に設置されている課程は第 2図に示すとおり、ほぼ全日制課程である。 
      定時制課程はなく、全・定併設が約 7％ある。 






















「7～9 学級」が 15，5％、この両者で 87.3％を占める。一方で、最小規模の「3 学級」は
2.9％、「4～6学級」は 9.7％であった。  
 ちなみに、2019年度の調査対象とした町村部の学校の規模は、「4～6学級」が 31，1％で
最も多く、次いで「10学級以上」が 25，0％である。最小規模の「3学級」は 19％であった。   
 




















     
② 立地する公立高校の現状に対する市の認識  
 
 

































































これによれば、「行っていない」市が 58.2%で、「行っている」市の 41.7％を上回る。 
この結果は、第 6（2）図に示した 2019 年度調査による町村の取り組み状況とは大き
く異なる。すなわち、町村では「行っている」が実に 67，2％の高率で、「行っていない」













尋ねた結果は第 7 図に示すとおりである。 
46.7%と最も多くの市が理由や事情としてあげたのは、「統廃合による地域の衰退は心
配だが、設置者は都道府県であり、市としてはどうにもならない」である。次いで、数






































































 市対象の調査結果では第 8 図に示す通り「教育委員会中心」が 37.2％と最も高率だが、
文字通りの僅差で、「市長部局と教育委員会が一体」が 32.6％、「市長部局中心」が 30.0％
と続く。 























































































題を尋ねた結果は第 11図に示すとおりである。  
 最も多くの市があげた課題は「市の厳しい財政状況の中で、必要な経費の確保が困











  一方で、「特に課題と考えることはない」と答えた市が 11.6％あった。 





















































































































































（「第２期『まち・ひと・しごと創世総合戦略』令和元年 12月 20 日 42～43頁 ） 
 このように、重要性が一層高まった地域課題解決型学習のさらなる充実が求められる。 
 






























   
学校の諸活動の支援や家庭教育の支援、外部との連携・調整、情報発信の支援等 
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